付　属　資　料

　１　諮問第１号　……………………………………………………………………　４３

　２　審議会委員等名簿　……………………………………………………………　４４

　３　審議経過　………………………………………………………………………　４５

４　東京都心身障害者扶養年金条例　……………………………………………　４６
５　所得税法　抜粋　………………………………………………………………　５４

６　所得税法施行令　抜粋　………………………………………………………　５５
７　参　　考「平成17年度末の状況」…………………………………………　５６
諮問第１号
東京都心身障害者
扶養年金審議会
　東京都心身障害者扶養年金条例（昭和４３年東京都条例第１１１号）第
２０条第２項第３号の規定に基づき、下記の事項について貴会の意見をお示し
願います。　

平成１８年５月１２日
東京都知事　　石原　慎太郎
記

１　東京都心身障害者扶養年金制度の社会的役割の変化をふまえた今後の

在り方について
東京都心身障害者扶養年金審議会委員等名簿

（平成１８年10月27日現在）

　１　委員（７名）

	委員区分
	氏　　名
	現　　　　　職
	備　考

	学識経験者
	山﨑　泰彦
	神奈川県立保健福祉大学教授
	会　　長

	
	植村　尚史
	早稲田大学教授
	副会長

	
	猪熊　律子
	読売新聞東京本社編集局社会保障部次長
	

	利用者代表
	橋本　勝行
	東京都肢体不自由児者父母の会連合会会長
	

	
	山内　美代
	東京都知的障害者育成会理事長
	平成18年7月1３日まで

	
	鈴木　昭雄
	東京都知的障害者育成会理事
	平成18年7月1４日から

	
	池末　　亨
	東京都精神障害者家族会連合会副会長
	臨時委員

	東京都職員
	川　和夫
	福祉保健局次長
	


　２　幹事（３名）

	氏　　名
	現　　　　　職

	杉村　栄一
	福祉保健局総務部長

	松井多美雄
	福祉保健局企画担当部長

	吉岡　則重
	福祉保健局障害者施策推進部長


　３　書記（５名）

	氏　　名
	現　　　　　職

	村　憲彦
	福祉保健局総務部企画課長

	望月　秀夫
	福祉保健局総務部計理課長

	古谷ひろみ
	福祉保健局障害者施策推進部計画課長

	獅子野秀美
	福祉保健局障害者施策推進部在宅福祉課長

	松山　祐一
	福祉保健局障害者施策推進部副参事（制度改革担当）


東京都心身障害者扶養年金審議会審議経過
	開　催　月　日
	審議会
	審　議　内　容　等

	平成１８年５月１２日
	第１回
	諮問

制度の現状について

	　　　　　６月　２日
	第２回
	制度の将来見込みについて

	　　　　　６月２３日
	第３回
	今後の在り方について（１）

	　　　　　７月１４日
	第４回
	今後の在り方について（２）

	　　　　１０月　６日
	第５回
	パブリックコメントについて

「中間のまとめ」の課題について

	　　　　１０月２７日
	第６回
	全国制度の動向について

答申（案）について
答申


○東京都心身障害者扶養年金条例
昭和４３年１２月２１日

条例第１１１号

東京都心身障害者扶養年金条例を公布する。

東京都心身障害者扶養年金条例

(目的)

第一条　この条例は、心身に障害のある者(以下「障害者」という。)の保護者が死亡し、又は身体及び精神の機能を著しく喪失した状態となつた後障害者に年金を支給する等のため、東京都心身障害者扶養年金制度(以下「制度」という。)を設け、もつて障害者の生活の安定と福祉の向上を図るとともに、残された障害者の将来に対し保護者の抱く不安の軽減を図ることを目的とする。

(用語の定義)

第二条　この条例において「障害者」とは、将来独立自活が困難と認められる次の各号のいずれかに該当する者であつて、別表第一に定める程度の障害を有するものをいう。

一　知的障害者

二　身体障害者

三　精神病者

四　その他前三号に準ずる障害者

２　この条例において「保護者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一　障害者の配偶者(婚姻の届出をしていないが事実上婚姻と同様の事情にある者を含む。)
二　直系血族、兄弟姉妹又はその他の親族であつて、障害者を扶養する者

三　障害者を扶養する者であつて、知事が適当と認めるもの

(加入資格)

第三条　障害者の保護者であつて加入時に次の各号に該当するものは、この制度に加入することができる。ただし、東京都規則で定める特別の事由がある保護者については、第一号又は第二号に該当しない場合においても、この制度に加入することができる。

一　東京都の区域内に住所を有すること。

二　六十五歳未満であること。

三　東京都規則で定める疾病の状態にないこと。

(加入)

第四条　この制度に加入しようとする者は、東京都規則の定めるところにより加入を申し込み、知事の承認を受けなければならない。

(特約条項の付加)

第四条の二　前条の規定による申込みをした者又は同条の規定による承認を受けた者(以下「加入者」という。)で、第三条第二号及び第三号に該当するものは、東京都規則の定めるところにより、知事に特約条項(第九条第三項、第十条第三項、第十一条第二項及び第十二条第三項の規定による加算をする旨の特約をいう。以下同じ。)の付加を申し込むことができる。

２　前項の規定による申込みをした者は、知事の承認を受けたときは、特約条項の付加がなされた者(以下「特約付加入者」という。)となることができる。

(年金受取人)

第五条　加入者は、次の各号のいずれかに該当する者を年金受取人として指定し、知事の承認を受けなければならない。

一　加入者が死亡し、又は身体及び精神の機能を著しく喪失した状態となつた後、加入者に代わつて障害者を保護する者

二　加入者が保護する障害者

２　加入者(加入者が死亡した後は年金受取人)は、年金受取人を変更するときは、知事の承認を受けなければならない。

３　知事は、障害者の保護のため必要があると認めるときは、年金受取人を変更することができる。
(掛金及び特約掛金)

第六条　加入者は、加入を認められた日の属する月から、別表第二に定める掛金(以下「掛金」という。)を払い込まなければならない。ただし、加入時から二十年を経過したときは、二十年を経過した日の属する月以後の掛金の払込みを要しない。

２　特約付加入者は、特約条項の付加を認められた日の属する月から、別表第二の二に定める特約掛金(以下「特約掛金」という。)を払い込まなければならない。この場合においては、前項ただし書の規定を準用する。

３　加入者(特約付加入者である加入者を含む。以下この項において同じ。)が加入者たる地位を失つたことにより他の保護者が加入者となつた場合において、知事が特に必要があると認めたときは、従前の加入者が引き続き加入しているものとみなして、前二項の規定を適用する。

(掛金の減額)

第七条　知事は、別表第三に定めるところにより、掛金を減額することができる。ただし、加入者が東京都の区域内に住所を有しなくなつたときは、減額しないものとする。

(脱退等)

第八条　加入者は、第一号又は第二号に該当する事由が生じたときはその事由の生じた日の属する月の翌月から、第三号に該当する事由が生じたときは掛金を払い込まなくなつた日の属する月から、加入者たる地位を失うものとする。ただし、第三号に該当する事由が生じた場合において、知事が特別の事情があると認めたときは、この限りでない。

一　加入者の保護する障害者が死亡したとき。

二　脱退の申出をしたとき。

三　六月以上掛金を払い込まなかつたとき。

２　特約付加入者は、第一号に該当する事由が生じたときはその事由の生じた日の属する月から、第二号に該当する事由が生じたときはその事由の生じた日の属する月の翌月から、第三号に該当する事由が生じたときは特約掛金を払い込まなくなつた日の属する月から、特約付加入者たる地位を失うものとする。ただし、第三号に該当する事由が生じた場合において、知事が特別の事情があると認めたときは、この限りでない。

一　加入者たる地位を失つたとき。

二　特約条項の付加の取消しの申出をしたとき。

三　六月以上特約掛金を払い込まなかつたとき。

３　偽りその他不正の手段による加入若しくは特約条項の付加の承認があつたとき、又は加入若しくは特約条項の付加の承認後において偽りその他不正があつたときは、知事は、当該加入者を脱退させ、又は当該特約付加入者たる地位を失わせることができる。ただし、第三条第三号に規定する要件に関して偽りその他不正があつた場合において、加入者又は特約付加入者が加入又は特約条項の付加を認められた日から二年を経過しているときは、この限りでない。

４　前三項の規定により脱退し、又は地位を失つた加入者又は特約付加入者に対しては、既に払い込まれた掛金又は特約掛金は返還しない。

(年金の給付)

第九条　加入者が死亡し、又は身体及び精神の機能を著しく喪失した状態となつたときは、障害者に対し、年金を支給する。

２　年金は、加入者が死亡し、又は身体及び精神の機能を著しく喪失した状態となつた日の属する月から、年金受取人の申請に基づいて、月額三万円を支給する。

３　前項の場合において、特約付加入者については、同項に定める額に一万円を加算して支給する。

(弔慰金の給付)

第十条　年金の支給開始前に障害者が死亡したときは、加入者に対し、その申請に基づいて弔慰金を支給する。

２　弔慰金の額は、加入者であつた期間(以下「加入期間」という。)に応じ、それぞれ次に掲げる額とする。

一　加入期間が五年未満のとき　三万円

二　加入期間が五年以上二十年未満のとき　六万円

三　加入期間が二十年以上のとき　十二万円

３　第一項の場合において、特約付加入者については、前項に定める額に特約条項の付加がなされた加入期間(以下「特約付加期間」という。)に応じ、それぞれ次に掲げる額を加算して支給する。

一　特約付加期間が五年未満のとき　一万円

二　特約付加期間が五年以上二十年未満のとき　二万円

三　特約付加期間が二十年以上のとき　四万円

(葬祭料の給付)

第十一条　第九条第一項の規定により年金を支給される障害者(以下「年金受給権者」という。)が死亡したときは、年金受取人(年金受給権者が年金受取人である場合にあつては、葬祭を行う者)に対し、その申請に基づいて葬祭料三万円を支給する。

２　前項の場合において、特約付加入者については、前項に定める額に一万円を加算して支給する。

(脱退一時金等の給付)

第十二条　加入者が脱退の申出をしたときは、東京都規則の定めるところにより、当該加入者に対し脱退一時金を支給する。ただし、加入期間が五年に満たないときは、この限りでない。
２　脱退一時金の額は、加入期間に応じ、それぞれ次に掲げる額とする。

一　加入期間が五年以上十年未満のとき　三万円

二　加入期間が十年以上のとき　六万円

３　第一項の場合において、加入者が特約付加入者である場合は、前項各号に定める額に、特約付加期間に応じ第五項各号に定める額をそれぞれ加算して支給する。ただし、特約付加期間が五年に満たないときは、この限りでない。

４　特約付加入者が、特約条項の付加の取消しの申出をしたときは、東京都規則の定めるところにより、当該特約付加入者に取消一時金を支給する。ただし、特約付加期間が五年に満たないときは、この限りでない。

５　第三項の規定による加算の額及び前項の取消一時金の額は、特約付加期間に応じ、それぞれ次に掲げる額とする。

一　特約付加期間が五年以上十年未満のとき　一万円

二　特約付加期間が十年以上のとき　二万円

(年金の支給制限)

第十三条　加入者又は加入者の保護する障害者が、次の各号のいずれかに該当するときは、第九条第一項の規定にかかわらず、当該障害者に対しては、年金を支給しない。

一　加入者が加入後一年以内に自殺したとき。

二　当該障害者が加入者を故意に死亡させたとき。

(年金の支給停止)

第十四条　年金受給権者が、次の各号のいずれかに該当するときは、その該当する期間、年金の支給を停止する。

一　所在が一月以上不明のとき。

二　懲役又は禁錮この刑に処せられ、その執行を受けているとき。

三　日本国内に住所を有しないとき。

(年金の使途の制限等)

第十五条　年金は、年金受給権者の福祉のために使用されなければならない。

２　年金を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供することができない。

(受給権の消滅)

第十六条　年金を受ける権利は、年金受給権者が死亡したときは、死亡の日の属する月の翌月から消滅する。

２　知事は、加入者又は年金受給権者が偽りその他不正の手段により年金の給付を受け、又は受けようとしたときは、その受給権を消滅させることができる。

３　毎月支給する年金を受ける権利は、五年間これを行使しないときは時効により消滅する。

(未支給金)

第十七条　年金受給権者が死亡した場合において、その者に支給すべき年金で未支給のものがあるときは、その者の配偶者、子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹であつて、その死亡の当時その者と生計を同じくしていたものは、自己の名で、その未支給の年金の支給を申請することができる。

２　前項の場合において、死亡した年金受給権者が死亡前にその年金の支給を申請していなかつたときは、同項に規定する者は、自己の名で、その未支給の年金の支給を申請することができる。
３　未支給の年金を受けるべき者の順位は、第一項に規定する順序による。

４　未支給の年金を受けるべき同順位者が二人以上あるときは、その一人のした申請は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その一人に対してした支給は、全員に対してしたものとみなす。

(年金等の返還)

第十八条　知事は、偽りその他不正の手段により年金、弔慰金、葬祭料、脱退一時金又は取消一時金(以下「年金等」という。)の給付を受けていた者があるときは、その者に既に支給された年金等の額の全部又は一部を返還させることができる。

(届出義務等)

第十九条　加入者は、次に掲げる事由が生じたときは、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。

一　加入者又は年金受取人の住所の変更
二　加入者の保護する障害者の死亡

三　掛金の減額事由の消滅

２　年金受取人は、その住所を変更したときは、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。
３　年金受給権者でない年金受取人は、年金受給権者が死亡したときは、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。

４　年金受給権者又は年金受取人は、東京都規則で定めるところにより、毎年年金受給権者の現況に関する届出をしなければならない。

５　知事は、年金受給権者又は年金受取人が、正当な理由なく前項に規定する届出をしないときは、年金の支払を差し止めることができる。

６　加入者、年金受取人、障害者及び年金受給権者は、この制度の適正な運営を図るため知事が行う調査に協力しなければならない。

(審議会)

第二十条　この制度の運営に関する必要な事項を調査審議するため、東京都心身障害者扶養年金審議会(以下「審議会」という。)を設置する。

２　審議会は、次に掲げる事項について知事の諮問に答え、又は知事に意見を具申することができる。

一　掛金及び特約掛金並びに給付金の額の改定に関する事項

二　年金受取人の変更、掛金の減免、脱退若しくは地位の喪失又は受給権の消滅についての異議に関する事項

三　前二号に掲げるもののほか、この制度の運営上特に必要な事項

３　審議会は、次に掲げる者のうちから知事が委嘱又は任命する委員七名以内をもつて組織する。
一　学識経験者　三名以内

二　加入者を代表する者　二名以内

三　東京都職員　二名以内

４　特別の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に臨時委員を置くことができる。
５　委員の任期は、二年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

６　前各項に規定するもののほか、審議会に関し必要な事項は、知事が定める。

(都の負担)

第二十一条　第七条の規定により減額した場合は、その相当額を東京都が負担する。

(委任)

第二十二条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、東京都規則で定める。

附　則

(施行期日)

１　この条例は、昭和四十四年四月一日から施行する。

(暫定措置)

２　この条例施行の日から昭和四十五年三月三十一日までの間に加入する者については、第三条第二号の規定は、これを適用しない。

附　則(昭和四五年条例第九八号)

この条例は、昭和四十五年九月一日から施行する。

附　則(昭和五三年条例第二〇号)

１　この条例は、昭和五十三年四月一日から施行する。ただし、この条例による改正後の東京都心身障害者扶養年金条例第九条第二項及び別表第二の規定は、昭和五十三年十月一日から施行する。

２　この条例による改正後の東京都心身障害者扶養年金条例別表第二の規定は、昭和五十三年十月以後の月分の掛金について適用し、昭和五十三年九月以前の月分の掛金については、なお従前の例による。

附　則(昭和五七年条例第一一〇号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和六二年条例第一八号)

１　この条例は、昭和六十二年七月一日から施行する。

２　この条例の施行の日前において、東京都心身障害者扶養年金条例第四条の規定により加入の承認を受けた者に係る掛金については、この条例による改正後の東京都心身障害者扶養年金条例別表第二の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附　則(平成一〇年条例第三六号)

１　この条例は、平成十年十月一日から施行する。

２　この条例の施行の日(以下「施行日」という。)の前日において、この制度に加入している者については、この条例による改正後の東京都心身障害者扶養年金条例(以下「改正後の条例」という。)別表第二の規定にかかわらず、施行日から平成十一年三月三十一日までの間は附則別表第一の規定を適用し、同年四月一日から平成十二年三月三十一日までの間は附則別表第二の規定を適用する。

３　施行日の前日において、この制度の特約条項の付加がなされている者については、改正後の条例別表第二の二の規定にかかわらず、施行日から平成十一年三月三十一日までの間は附則別表第三の規定を適用し、同年四月一日から平成十二年三月三十一日までの間は附則別表第四の規定を適用する。

別表第一(第二条関係)
	障害者の区分
	障　　害　　の　　程　　度

	知的障害者
	精神発育の遅滞の程度が軽度以上のもの

	身体障害者
	身体障害者福祉法施行規則(昭和二十五年厚生省令第十五号)の別表第五号に定める身体障害者障害程度等級表のうちおおむね四級以上の障害のあるもの

	精神病者
	次に掲げる程度以上の症状を有するもの
一　精神分裂病によるものにあつては、欠陥状態又は病状があるため、人格崩壊、思考障害、その他もう想、幻覚等の異常体験があるもの

二　そううつ病によるものにあつては、感情、欲動及び思考障害の病相期があり、かつ、これが持続したり又はひんぱんにくりかえしたりするもの

三　非定型精神病によるものにあつては、欠陥状態又は病状が前記一又は二に準ずるもの

四　てんかんによるものにあつては、ひんぱんにくりかえす発作又はEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちほう),痴呆)、性格変化その他精神神経症状があるもの

五　中毒精神病によるものにあつては、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちほう),痴呆)、性格変化及びその他持続する異常体験があるもの

六　器質精神病によるものにあつては、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちほう),痴呆)、人格崩壊その他の精神神経症状があるもの

七　その他前各号に準ずる程度の症状を有するもの

	その他前三号に準ずる障害者
	脳性麻痺、自閉症又は進行性筋萎縮症の者であつて、前三号に該当しないもの


別表第二(第六条関係)

一　昭和六十二年六月三十日以前に加入した者
	加入時における加入者の年齢
	掛　金　月　額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　四、八〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　六、〇〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　七、二〇〇円

	四十五歳以上
	障害者一人につき　一一、五〇〇円


二　昭和六十二年七月一日以後に加入した者
	加入時における加入者の年齢
	掛　金　月　額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　四、八〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　六、〇〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　七、二〇〇円

	四十五歳以上五十歳未満
	障害者一人につき　八、六〇〇円

	五十歳以上五十五歳未満
	障害者一人につき　一〇、五〇〇円

	五十五歳以上六十歳未満
	障害者一人につき　一二、八〇〇円

	六十歳以上六十五歳未満
	障害者一人につき　一五、六〇〇円


別表第二の二(第六条関係)
	承認時における特約付加入者の年齢
	特約掛金月額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　一、六〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　二、〇〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　二、四〇〇円

	四十五歳以上五十歳未満
	障害者一人につき　二、九〇〇円

	五十歳以上五十五歳未満
	障害者一人につき　三、五〇〇円

	五十五歳以上六十歳未満
	障害者一人につき　四、三〇〇円

	六十歳以上六十五歳未満
	障害者一人につき　五、二〇〇円


別表第三(第七条関係)
	要　　　　　　　　件
	減額の割合

	一　加入者が生活保護法(昭和二十五年法律第百四十四号)第六条第一項に規定する被保護者である場合
	二分の一減額

	二　加入者が特別区民税又は市町村民税を課せられていない場合又は免除されている場合
	二分の一減額

	三　前二号のほか知事が特に減額を必要と認める場合
	二分の一減額


附則別表第一
一　昭和六十二年六月三十日以前に加入した者
	加入時における加入者の年齢
	掛　金　月　額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　二、七〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　三、六〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　四、〇〇〇円

	四十五歳以上
	障害者一人につき　五、八〇〇円


二　昭和六十二年七月一日以後に加入した者
	加入時における加入者の年齢
	掛　金　月　額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　二、七〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　三、六〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　四、〇〇〇円

	四十五歳以上五十歳未満
	障害者一人につき　五、〇〇〇円

	五十歳以上五十五歳未満
	障害者一人につき　六、一〇〇円

	五十五歳以上六十歳未満
	障害者一人につき　七、八〇〇円

	六十歳以上六十五歳未満
	障害者一人につき　一〇、〇〇〇円


附則別表第二
一　昭和六十二年六月三十日以前に加入した者
	加入時における加入者の年齢
	掛　金　月　額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　三、七〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　四、八〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　五、六〇〇円

	四十五歳以上
	障害者一人につき　八、六〇〇円


二　昭和六十二年七月一日以後に加入した者
	加入時における加入者の年齢
	掛　金　月　額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　三、七〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　四、八〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　五、六〇〇円

	四十五歳以上五十歳未満
	障害者一人につき　六、八〇〇円

	五十歳以上五十五歳未満
	障害者一人につき　八、三〇〇円

	五十五歳以上六十歳未満
	障害者一人につき　一〇、三〇〇円

	六十歳以上六十五歳未満
	障害者一人につき　一二、八〇〇円


附則別表第三
	承認時における特約付加入者の年齢
	特約掛金月額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　一、〇〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　一、三〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　一、六〇〇円

	四十五歳以上五十歳未満
	障害者一人につき　二、〇〇〇円

	五十歳以上五十五歳未満
	障害者一人につき　二、五〇〇円

	五十五歳以上六十歳未満
	障害者一人につき　三、二〇〇円

	六十歳以上六十五歳未満
	障害者一人につき　四、一〇〇円


附則別表第四
	承認時における特約付加入者の年齢
	特約掛金月額

	三十五歳未満
	障害者一人につき　一、三〇〇円

	三十五歳以上四十歳未満
	障害者一人につき　一、六〇〇円

	四十歳以上四十五歳未満
	障害者一人につき　二、〇〇〇円

	四十五歳以上五十歳未満
	障害者一人につき　二、四〇〇円

	五十歳以上五十五歳未満
	障害者一人につき　三、〇〇〇円

	五十五歳以上六十歳未満
	障害者一人につき　三、七〇〇円

	六十歳以上六十五歳未満
	障害者一人につき　四、六〇〇円


附　則(平成一〇年条例第一一六号)
この条例は、平成十一年四月一日から施行する。

○所得税法（昭和４０年３月３１日法律第３３号）抜粋
（非課税所得） 

第九条　次に掲げる所得については、所得税を課さない。 

一　（略）
二　（略） 

三　恩給、年金その他これらに準ずる給付で次に掲げるもの 

イ　（略）
ロ　（略）
ハ　条例の規定により地方公共団体が精神又は身体に障害のある者に関して実施する共済制度で政令で定めるものに基づいて受ける給付

四～十七 　（略） 

２ 　（略） 

（小規模企業共済等掛金控除） 

第七十五条　居住者が、各年において、小規模企業共済等掛金を支払つた場合には、その支払つた金額を、その者のその年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控除する。 

２　前項に規定する小規模企業共済等掛金とは、次に掲げる掛金をいう。 

一　（略） 

二　（略）
三　第九条第一項第三号ハ（年金等の非課税）に規定する政令で定める共済制度に係る契約に基づく掛金 

３　第一項の規定による控除は、小規模企業共済等掛金控除という。 

○所得税法施行令（昭和４０年３月３１日政令第９６号）抜粋
（非課税とされる業務上の傷害に基づく給付等） 

第二十条　（略） 

２　法第九条第一項第三号ハに規定する政令で定める共済制度は、地方公共団体の条例において精神又は身体に障害のある者（以下この項において「心身障害者」という。）を扶養する者を加入者とし、その加入者が地方公共団体に掛金を納付し、当該地方公共団体が心身障害者の扶養のための給付金を定期に支給することを定めている制度（脱退一時金（加入者が当該制度から脱退する場合に支給される一時金をいう。）の支給に係る部分を除く。）で、次に掲げる要件を備えているものとする。 

一　心身障害者の扶養のための給付金（その給付金の支給開始前に心身障害者が死亡した場合に加入者に対して支給される弔慰金を含む。）のみを支給するものであること。 

二　前号の給付金の額は、心身障害者の生活のために通常必要とされる費用を満たす金額（同号の弔慰金にあつては、掛金の累積額に比して相当と認められる金額）を超えず、かつ、その額について、特定の者につき不当に差別的な取扱いをしないこと。 

三　第一号の給付金（同号の弔慰金を除く。次号において同じ。）の支給は、加入者の死亡、重度の障害その他地方公共団体の長が認定した特別の事故を原因として開始されるものであること。 

四　第一号の給付金の受取人は、心身障害者又は前号の事故発生後において心身障害者を扶養する者とするものであること。 

五　第一号の給付金に関する経理は、他の経理と区分して行い、かつ、掛金その他の資金が銀行その他の金融機関に対する運用の委託、生命保険への加入その他これらに準ずる方法を通じて確実に運用されるものであること。 
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○参　　考「平成17年度末の状況」
【扶養年金制度加入者の推移（全体）】


（平成17年度末）


�





【扶養年金会計収支累計】


　　（平成17年度末）


【歳入】


　　　　　852億円�
�
�
都費　　億円�
�
掛金収入


210億円


（24.6％）�
都費計466億円（54.7％）�
財産収入


176億円


（20.7％）�
�
�
�
�
減免費


54億円


（6.3％）�
軽減費


251億円


（29.5％）�
基金補填


161億円


（18.9％）�
�
�
�
�
【歳出】


852億円�
�
事務費　　億円�
�
給付金


686億円


（80.5％）�
基金積立金


166億円


（19.5％）�
�
�
�
（注１）上記は、昭和44年度から平成17年度までの収支累計である。


（注２）減 免 費……都が負担した掛金免除者や掛金減額者に対する減免相当額


（注３）軽 減 費……都が負担した実際の掛金と適正掛金との差額


（注４）基金補填……扶養年金制度を安定的に運営するために、都が負担して扶養年金基金に積み増した額
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